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事 業 報 告 

（第５９事業年度） 

 

２０２１年４月 １日から 

２０２２年３月３１日まで 

一 般 概 況 

当財団の２０２１年度諸事業は、昨年に引き続き新型コロナウイルスの世界的感染拡大の影

響により、当初計画していた事業の親水イベントやマリンスポーツ競技会、安全講習会、国内

外での会議などは、大半が中止または延期を余儀なくされたが、関係各位の多大なる協力のも

と、ここに無事終了した。 

 

マリンスポーツ普及事業は、このような状況下の中でも開催可能なオンライン型のマリンイ

ベントと、参加人数を絞り規模を縮小したリアルイベントを一部開催することができた。また、

青少年の健全な育成を目的とした次世代の人材育成事業では、マリンスポーツが「だれでも」・

「安全に」楽しめる機会を創出し、水辺の安全や環境保全に関する意識の啓発を目的に海洋高

校生を対象にしたマリンスポーツ教育実習を行い、次世代の人材育成に寄与することができた。

またＳＤＧｓへの取組みは、『未来に残そう私達のマリンフィールド』プロジェクトの一環と

して、当財団が管理している施設において、企業等と協働して「シービン」（海洋浮遊ごみ自動

回収機）を設置し、大学や小学校など教育機関とともに回収された海洋浮遊ごみの調査研究を

始めた。 

 

水上安全啓発事業は、水上オートバイの危険操縦や死亡事故が問題となったことで開催され

た関連自治体の対策会議への参加や、海上保安官に対する研修等を実施することにより、関係

団体間で課題や対策の共有を図ることができた。 

 

施設マネジメント事業は、政府による緊急事態宣言を受け、引き続き各管理施設の感染防止

対策を徹底し、横須賀市立ボートパークは通常どおりの施設運営管理を行った。大阪府営二色

の浜公園においては、大阪府の緊急事態措置等に伴う休業要請に応じて施設の休業を行うとと

もに、再開後にも一部施設の利用制限や閉鎖措置を実施した。また神奈川県横須賀市にある５

公園の新規指定管理者に応募し、共同事業体の構成団体として港湾緑地公園の２公園を受託す

ることができた。 

なお、これら各事業で行われた事業活動や世界の水辺に関するニュースなどをホームページ

やＳＮＳで配信を続けた結果、フォロワー数や登録数の増加に繋がった。 

 

以上のように、本年度、当財団では、感染状況に応じた適切な対策を打ち出すことでコロナ

禍を乗り切り、事業計画に基づいた事業を遂行することができた。 
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第１章 事業活動 

 

Ⅰ  公益事業 

 

１．マリンスポーツを健全で安全なものとして普及する事業（公益事業 1） 

本事業では、関係官庁、自治体、公益団体等との共催・協力のもと、広く一般にマリン

スポーツ体験の機会を提供し、マリンスポーツの魅力や楽しさ、水辺の安全知識、ライフ

ジャケットの有用性、海洋環境系ワークショップ等の開催を計画したものの、一部のオン

ライン開催を除いて大部分が新型コロナウイルス感染拡大の影響により中止となった。 

また、ＳＤＧsへの取り組みの一環として「ジャパンＳＤＧｓアワード」への申請を計

画したものの、申請を予定していたイベントが中止となり申請を断念することとなった。 

 

‐該当するＳＤＧｓ‐ 

４［教育］・１３［気候変動］・１４［海洋資源］ 

 

（１）マリンスポーツを通じた親水活動の推進事業 

① 親水イベントの開催・支援 

新型コロナウイルス感染拡大防止の観点、ならびに神奈川県横須賀市の要請により、 

９月と１０月のイベントは中止となったが、９月末に緊急事態宣言が解除されたことか 

ら、１１月１４日、海辺つり公園において、「横須賀うみかぜカーニバル２０２１in 

海辺つり公園」を開催し、感染対策を講じて釣り大会や水辺の安全教室等を実施した。 

また、共催・協力事業では、緊急事態宣言解除後、感染拡大防止を講じて１１月７日、 

東京都台東区の隅田川において、「Marine Sports Festival in 隅田川」を地元主催者

と共同して実施した。 

 

② 指定管理施設における体験乗船会の開催 

大阪府営二色の浜公園で計画していた体験乗船会（2回）については、感染拡大防止 

の観点から、同府からの要請により中止となった。 

 

③ ライフジャケットの着用推進活動 

全国各地に設置した２０箇所のライフジャケットレンタルステーションは、開設され 

た海水浴場７カ所が運営をスタートしたものの、８月初旬の緊急事態宣言発令により、 

以降の活動が中止となった。 

 ａ．ライフジャケットレンタルステーションの展開 

各レンタルステーションにおける貸出実績 

 



- 3 - 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※２０２１年度新規開設地 

 

ｂ．オンライン型着用推進活動の実施 

本年度は、オンライン型の着用推進活動を行う予定だったが、コロナ禍で計画した 

施設の都合により、次年度へ延期することとした。 

 

④ 次世代の人材育成（新規取り組み） 

本事業は、各学校の実施基準に基づき、感染防止対策のもと、マリンスポーツ実習 

を実施した。 

ａ．海洋高校等に対するマリンスポーツ教育等の支援 

（ａ）神奈川県立海洋科学高等学校のマリンスポーツ実習  

  ⓐ カヌー指導員トレーナー資格取得に向けた講習、普通救命講習海の安全につい 

て講習 

開催時期：４月２３日・５月７日・５月１４日・５月２１日（４回） 

開催場所：学校、森戸海岸 

 設 置 場 所 本年度 前年度 

   １ 神奈川県逗子市 逗子海岸海水浴場 601 － 

   ２ 静岡県湖西市 新居弁天海水浴場 73 － 

   ３ 静岡県浜松市 弁天島海水浴場 － － 

   ４ 神奈川県鎌倉市 由比ガ浜海水浴場    － － 

   ５ 神奈川県鎌倉市 材木座海水浴場    － － 

   ６ 神奈川県鎌倉市 腰越海水浴場      － － 

   ７ 神奈川県藤沢市 片瀬東浜海水浴場   － － 

   ８ 神奈川県藤沢市 片瀬西浜海水浴場   － － 

   ９ 神奈川県横浜市 海の公園 海水浴場 89 － 

  １０ 兵庫県神戸市 須磨海水浴場 － － 

１１ 神奈川県茅ケ崎市 サザンビーチちがさき － － 

１２ 神奈川県足柄下郡 湯河原海水浴場 － － 

１３ 福島県相馬市 原釜尾浜海水浴場 34 － 

１４ 神奈川県平塚市 湘南ひらつかビーチパーク － － 

１５ 新潟県聖籠町 網代浜海水浴場 － － 

１６ 京都府宮津市 天橋立海水浴場 44 － 

１７ 京都府宮津市 丹後由良海水浴場 26 － 

１８ 福岡県糟屋郡 新宮海水浴場 243 － 

※１９ 千葉県長生郡 一宮海水浴場 － － 

※２０ 茨城県大洗町 大洗サンビーチ海水浴場 － － 

 合        計 1,110 － 
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対  象：２年生 ７名 

          ⓑ ＳＵＰ指導員３級取得に向けた講習 

開催時期：６月２５日・７月２日・７月９日（３回） 

開催場所：浦賀湾 

対  象：２年生 ７名 

      ⓒ ディンギー実習 

開催時期：９月３日・９月１０日・９月１７日（３回） 

開催場所：学校（オンライン）、浦賀湾 

対  象：２年生 ７名 

 

（ｂ）新潟県立海洋高等学校マイスターハイスクール事業への協力  

  ⓐ 特殊小型船舶操縦士免許の取得に向けた水上オートバイの操船体験 

開催時期：７月２１日 

開催場所：能生海岸（新潟県糸魚川市） 

対  象：１年生 ６７名 

          ⓑ イベント運営と企画について（座学講習） 

開催時期：１２月９日 

開催場所：学校 

対  象：１年生 ６７名 

 

ｂ．次世代人材の育成に関する新たな取組等の調査研究 

（ａ）奨学金制度のプロジェクトチームを発足し調査を実施 

（ｂ）新潟県と神奈川県の海洋高校２カ所の学校と生徒に対し、奨学金に対する意識 

調査のアンケートを実施した。 

・アンケート調査の結果、３０５名分を回収した。今後はさらにアンケート調査 

 対象を拡大してこれら調査をベースに新規事業として検討することとなった。 

 

⑤ 広報活動の拡充 

  当財団の事業及び世界の水辺に係るニュースを主体に、ホームページをはじめ、 

 ＳＮＳによる情報発信を実施した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 掲載数 目標フォロワー数 フォロワー数 

ホームページ １２８回   

Facebook ２３８回 １，５００名 １，３５１名 

Twitter ２３８回    ４００名   ４８４名 

Instagram １１８回    １００名   １５８名 

YouTube ９２回    ５００名   ５１６名 
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⑥ 調査、整備及び共通事業等 

ａ．各種器材の整備 

多摩川ボートレース場（Ｍarisジェットスクール）で使用している水上オートバイ

の老朽化に伴い、夢の島マリーナで保管している水上オートバイ２隻を多摩川ボート

レース場へ移動し有効に活用した。 

 

ｂ．港湾施設の有効活用調査 

（ａ）大阪府営二色の浜公園の次期指定管理業務の受託に向け、新たな共同事業体を結

成し、その代表団体として指定管理者指定申請を行った。 

（ｂ）共同事業体を結成し、神奈川県横須賀市の海浜公園等の次期指定管理に応募し、

次年度より港湾緑地公園（うみかぜ公園、海辺つり公園）の管理運営を担当するこ

ととなった。 

（ｃ）福島県いわき市、兵庫県神戸市及び明石市、大阪府堺市において、港湾施設の活

性化や安全対策の構築を目的とした視察及び調査を行った。 

 

（２）管理施設を活用したマリンスポーツの啓発事業 

① 管理施設におけるマリンスポーツの啓発活動 

神奈川県横須賀市立浦賀ボートパークでは、同市ならびに地元企業等の協力のもと、

オンライン型のマリンイベントを実施、同市の感染予防対策ガイドラインに準拠しなが

らマリンスポーツにおける安全啓発を行った。また、ＳＤＧｓへの取組みの一環として、

浦賀ボートパークに企業と協働してシービンを設置した。これにより海洋マイクロプラ

スチックなどを回収し、武蔵野大学では回収物の分析・調査、また地元小学校でも回収

物の調査や同大学とのオンライン授業「海洋ゴミの基本講座」にも活用された。 

ａ．うみかぜカーニバル in深浦（オンライン） 

実施期日  ５月２３日（日） 

実施場所  神奈川県横須賀市 深浦ボートパーク等 

実施内容  ・体験乗船とボートクルージング 

・水辺の安全について 

・生分解性プラスチックについて 

参加人数  ①当 日 視 聴 者：  １１５名（オンライン生配信） 

②アーカイブ視聴：１，７０６回（Youtube にて配信） 

③事前 PR 動画視聴：２，１４７回（Youtube にて配信） 

 

ｂ．ＳＤＧｓへの取組み 

実施期日  １０月２０日（水） 

実施場所  神奈川県横須賀市 浦賀ボートパーク 

実施内容  シービン（海洋ゴミ自動回収機）の設置 

オンライン設置式典の実施 
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２．マリンスポーツの水上安全啓発事業（公益事業２） 

本事業では、国土交通省、海上保安庁、及び水上安全啓発団体等との連携により、オン 

ラインイベントや研修等を通じて、水上安全の更なる向上に寄与した。 

 

‐該当するＳＤＧｓ‐ 

３［保健］・４［教育］・１７［実施手段］ 

 

（１）小型船舶の安全運航及び水上安全の普及啓発 

①  地域における安全啓発活動の充足 

中部地区、関西地区におけるレジャーボート活動の安全施策について、第四管区及び 

第五管区海上保安本部、兵庫県明石市等との対策会議や研修を通じて情報や課題の共有 

を図った。 

ａ．海上安全指導員（民間ボランティア）育成への協力 

（ａ）水上オートバイ安全講習会 

実施期日：１０月２５日（座学：オンライン） 

１０月２９日（実技） 

実施場所：愛知県名古屋市 

受 講 者：第四管区本部及び所轄保安部署員 

受講者数：２８名 

（ｂ）一般水域利用者に対する指導力向上研修 

実施期日：１１月１１日 

実施場所：神奈川県横浜市 

受 講 者：全国管区本部及び所轄保安部署における安全指導担当官 

受講者数：１１名 

 

ｂ．地域活動に対する協力、支援 

水上オートバイの危険操縦や死亡事故が発生した兵庫県及び明石市の対策会議に 

参画し、地域の実態把握と対策の検討に努めた。 

（ａ）水上オートバイによる危険行為等の対策検討会議 

開催場所：兵庫県神戸市 

開催期日：１１月９日、１２月２０日、１月２０日 

参加団体：兵庫県明石市、海水浴場管理者等１８団体 

検討内容：水上オートバイ危険事案等の情報共有、安全対策、ルール、条例等の 

     制定に関する協議 

  

（ｂ）海岸域の安全利用にかかる連絡会議 

開催場所：兵庫県明石市 

開催期日：９月１３日、１２月２３日 
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参加団体：明石市関係機関、メーカー、啓発団体等１６団体 

検討内容：水上オートバイの危険事案を踏まえた情報共有、安全対策、啓発活動 

条例制定等に関する協議 

        

ｃ．ネットワークの構築 

Ｍaris サポーター制度の導入に伴い、「Ｍaris サポーターの設置に関する要領を

制定した。 

 

②  安全講習会の実施 

海上保安庁、海洋高校、施設管理者等に対して研修や講習を通じて事故防止対策の充 

実や安全意識の向上に寄与した。 

   ａ．ウォーターセーフティエキスパート（救急救命コース） 

実施期日：３月１５日 

実施場所：大阪府営二色の浜公園 

実施内容：施設管理者向け救急救命法 

受 講 者：公園運営管理従事者 

受講者数：８名 

    

ｂ．安全運航講習会 

例年実施している運輸安全委員会の事故調査官に対する水上オートバイ研修は、 

大阪府営二色の浜公園での実施を予定していたが、緊急事態宣言の発令を受け、同委 

員会の判断により中止となった。なお、水産高校では次のとおり実施した。 

 

実施期日：９月６日 

実施場所：北海道小樽水産高等学校 

共  催：（一財）日本海洋レジャー安全・振興協会 北海道事務所 

対  象：海洋漁業学科３年生 ２９名 

実施内容：水上オートバイ安全運航教育講習＆体験乗船会 

 

③ マリンスポーツにおける安全管理体制の整備、強化 

   ａ．国際セーリング競技会における安全管理 

実施期間：７月２４日～８月４日 

実施場所：神奈川県藤沢市（江の島、鎌倉、逗子、葉山水域） 

実施内容：TOKYO2020 セーリング競技における競技水域への侵入船舶に対する 

水上オートバイによる警戒業務 

     参 加 者：延べ１９名（職員及びボランティアスタッフ） 
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ｂ．その他競技会における安全管理 

  当初計画していた各種マリンスポーツの全９競技会は、感染症拡大防止の観点から、 

主催者または開催地自治体の判断により中止となった。 

 

④ 水上オートバイの安全、マナー等向上対策 

ａ．ＴＰＳＰ(Tokyo PWC Safety Project)プロジェクトへの協力 

東京港湾区域、運河、河川における水上オートバイの安全で健全な利用の推進を図 

るため、「東京港・湾・河川における水上オートバイ安全航行プロジェクト（ＴＰＳ 

Ｐ）」に参画し、一般ユーザー等に対する安全講習会を通じて安全指導を行った。 

（ａ）水上オートバイ安全講習会 

講師協力回数 

 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 計 

回数 2  2 2 1 1 0 １ 0 0 0 2 0 11 

場  所  東京都江東区夢の島マリーナ 

受講者数  １,１６１名（昨年度７７１名・通算５,８６８名） 

 

（２）水上安全に関する国内外との連携強化 

① ＩＢＷＳＳ（International Boating & Water Safety Summit）への参加 

当財団では、国際的な水上安全に関する動向の把握や舟艇事情等の情報収集及び関 

連機関との連携強化のため、国際会議への出席を予定していたが、新型コロナウイル 

ス感染症の世界的流行の影響により、オンラインにて実施され、日本からは（一社）

水難学会、（一財）日本海洋レジャー安全・振興協会、海上保安庁交通部安全対策課が

録画ビデオにて参加した。 

ａ．「第２４回インターナショナルボーティング＆ウォーターセーフティーサミット（ＩＢＷＳＳ）」 

実施期日  ２０２１年５月１８日（火）～２０日（木） 

実施場所  オンライン 

目  的  ・国際的な水上安全に関する動向の把握や舟艇事情等の情報収集 

・関連機関との連携強化 

 

② 水上安全・安全運航サミット Japan Boating & Water Safety Summit(ＪＢＷＳＳ)   

       の開催 

当財団を含むＪＢＷＳＳ連携協議会では、新型コロナウイルス感染拡大の影響を考   

慮し、昨年度に引き続きオンラインにてライフジャケット着用をテーマとしたイベン 

トを開催し、記録動画を YouTubeにて配信した。 

ａ．「Wear it + オンラインベント (JBWSS)」 

実施期日  ７月１６日（金）～１８日（日） 

実施場所  オンライン 
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主 催  ＪＢＷＳＳ連携協議会（構成団体：当財団、水難学会 

日本海洋レジャー安全・振興協会） 

共 催  関東小型船安全協会、舵社 

参加人数  ６５名 

 

３．マリンスポーツを通じた海浜公園における安全利用と水上オートバイ専用施設 

の運営管理事業（公益事業３） 

大阪府営二色の浜公園においては、昨年に引き続き緊急事態宣言の発令期間中は園内の 

感染防止対策を強化するとともに、同府による緊急事態措置、まん延防止等重点措置に 

伴う休業要請に応じて、園内のスポーツ施設及び水上オートバイ施設の休業措置を行った。 

・二色の浜公園 閉鎖期間  

１回目 ４月２５日から６月２０日 全ての施設を閉鎖 

（駐車場、運動施設、野外炉、水上オートバイ施設） 

２回目 ８月２日から９月３０日 野外炉のみ施設を閉鎖（１０月９日から再開） 

 

なお、１回目の緊急事態措置解除後の再開については、駐車場、運動施設、水上オー

トバイ施設の感染防止対策等を講じて再開した。また、昨年に引き続き隣接する二色の

浜海水浴場が休業となり、浜辺の監視体制が無くなり危険な状態となったため、水上

オートバイと遊泳者の安全確保のため、自主的に侵入禁止のゾーニング（ゾーニングブ

イの設置）を行い、水上オートバイ利用者への安全に関する指導、周辺海域の監視など

適正な運営を行った。 

 

‐該当するＳＤＧｓ‐ 

３［保健］・４［教育］・１３［気候変動］・１４［海洋資源］・１５［陸上資源］ 

 

（１）二色の浜公園の運営管理事業（指定管理事業） 

管理期間  ２０２１年４月１日から２０２２年３月３１日 

所 在 地  大阪府貝塚市 

管理施設  公園、スポーツ施設管理（野球場、テニスコート他） 

水上オートバイ施設 

業務内容  ・施設の適正な維持管理と運営 

・施設の有効活用 

・利用者サービスの向上 

・来園者に対する啓発活動 

・周辺海域の安全管理 
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① 公園利用状況 

ａ．公園利用者数 

区分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 

来 園 者 42,084 0 11,596 56,376 52,240 56,284 54,172 50,984 

テニスコート 497 0 198 994 915 1,123 942 1,087 

軟式野球場 148 0 232 271 636 526 508 168 

球技広場 915 0 360 778 290 2,118 1,569 1,043 

スポーツ広場 7 0 0 260 0 70 120 266 

 

区分 12月 １月 ２月 ３月 合計 前年度 前年度比 

来 園 者 23,412 29,752 27,928 40,120 444,948 547,400 81.3％ 

テニスコート 630 427 529 891 8,233 11,574 71.1％ 

軟式野球場 281 182 674 772 4,398 6,595 66.7％ 

球技広場 970 620 570 896 10,129 9,591 105.6％ 

スポーツ広場 216 0 0 158 1,097 1,398 78.5％ 

 

ｂ．水上オートバイ専用施設利用状況 

区分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 

利用船舶 27 0 71 456 404 239 154 83 

新規登録 8 1 18 74 32 16 14 13 

更新登録 1 0 12 45 18 15 7 3 

 

区分 12月 １月 ２月 ３月 合計 前年度 前年度比 

利用船舶 30 63 23 74 1624 1,916 84.8％ 

新規登録 5 6 1 5 193 230 83.9％ 

更新登録 1 1 0 2 105 123 85.4％ 
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Ⅱ 収益事業 

 

１．二色の浜公園の運営管理の付帯事業（収益事業１） 

本事業における駐車場や野外炉（バーベキュー）、売店等の業務は、公益事業３に付帯

する事業であるため、園内のスポーツ施設及び水上オートバイ施設の休業措置期間中は、

同様に閉鎖措置を行った。 

・二色の浜公園 閉鎖期間  

１回目 ４月２５日から６月２０日 全ての施設を閉鎖 

（駐車場、運動施設、野外炉、水上オートバイ施設） 

２回目 ８月２日から９月３０日 野外炉のみ閉鎖 

野外炉は、第２回目の緊急事態宣言解除後の１０月９日より、感染防止対策を講じて

再開した。 

（１）海浜公園における駐車場管理・物販事業 

実施時期   ２０２１年４月１日から２０２２年３月３１日 

実施場所   大阪府貝塚市（沢、脇浜、海浜緑地） 

業務内容   駐車場、付属施設の運営及び維持管理  

利用状況                 

区分 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10 月 11月 

入場車両 3,833 7 1,091 5,096 4,879 5,363 4,903 4,766 

野外炉利用者 156 0 0 0 0 0 187 151 

 

区分 12月 １月 ２月 ３月 合計 前年度 前年度比 

入場車両 2,202 2,683 2,530 3,579 40,932 51,573 79.4％ 

野外炉利用者 0 0 0 102 596 4,641 12.9％ 

 

（２）海浜公園における集客事業 

公園の魅力並びに利便性向上を図るため、マリンスポーツ機材のレンタル、水上オー

トバイ体験乗船会、またアウトドア（ＢＢＱレンタル、ＤＡＹキャンプ、ドッグフリー

ＤＡＹキャンプ）は、緊急事態宣言発令に伴う緊急事態措置による休業要請により、４

月（計３５名）の利用を除き、すべて休業措置を行った。 

 

２．特殊小型船舶操縦講習事業（収益事業２） 

本事業では、水上オートバイのルールやマナー、操船技術、安全意識の向上に重点を 

おいた特殊小型船舶操縦免許取得講習会を次のとおり実施した。なお、実施にあたって 

は、感染防止対策ガイドラインに準拠して行った。 
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‐該当するＳＤＧｓ‐ 

４［教育］・１４［海洋資源］ 

 

（１） ＭＡＲＩＳジェットスクールの運営事業 

①  試験コース 

次のとおり講習会を３回開催し、国家試験が１５回実施された。 

期 日 種 別 場  所 
人 数 

講習 試験 

4/29･5/8･20･6/9･19･7/3･

15･8/6･28･9/9･25･10/14 
特殊小型船舶操縦士試験 二色の浜公園海浜緑地 － 87 

6/23 Maris ジェットスクール 多摩川ボートレース場 15 － 

6/24 特殊小型船舶操縦士試験 多摩川ボートレース場 － 15 

7/3 Maris ジェットスクール 多摩川ボートレース場 11 － 

7/4 特殊小型船舶操縦士試験 多摩川ボートレース場 － 11 

8/21 Maris ジェットスクール 多摩川ボートレース場 10 － 

8/22 特殊小型船舶操縦士試験 多摩川ボートレース場 － 10 

11/20（中止） Maris ジェットスクール 多摩川ボートレース場 － － 

11/21（中止） 特殊小型船舶操縦士試験 多摩川ボートレース場 － － 

合   計  36 123 

 

②  安全教育教習コース（登録教習所） 

    実施なし 

 

３．マリンスポーツ施設の運営事業（収益事業３) 

（１）マリンスポーツ関連施設の管理・運営（指定管理業務） 

横須賀市立深浦ボートパーク、浦賀ボートパークでは、緊急事態宣言期間中において

は感染防止対策として駐車場を施設利用者のみに制限して、本施設は通常どおり運営を

行った。なお、施設を活用した地元自治会イベントや体験クルーズについては、同市か

らの要請により中止となった。 

  施設利用数                   （２０２２年３月３１日現在） 

 深 浦 浦 賀 計 前年度 前年比 

係留船舶数 107 隻 60 隻 167 隻 167 隻 100.0％ 

駐車場利用台数 16,915 台 4,017 台 20,932 台 12,463 台 167.9％ 
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Ⅲ その他継続事業 

 

１．マリンスポーツ競技等の環境整備事業 

（１）マリンスポーツ競技団体等の活動支援 

各種マリンスポーツ競技団体に対する活動支援については、新型コロナウイルス感染防 

止の観点から、多くの競技会が中止となり、運営についても縮小したことで、支援内容も 

一部変更した。 

また、日本アマチュアボートレース連盟が、法人化に向けて２０２１年３月３１日付で 

   解散し、設立準備委員会を経て２０２１年８月３０日「一般社団法人日本アマチュアボー 

トレース協会」が設立された。 

 

①  競技団体に対する運営支援 

支援内容 支 援 先 

運営支援 

(特非)日本水上スキー・ウェイクボード連盟（ＪＷＷＦ） 

全日本学生水上スキー連盟（ＪＣＷＳＦ） 

日本ジェットスポーツ連盟（ＪＪＳＦ） 

日本パワーボート協会（ＪＰＢＡ） 

運営協力 
（一社）日本アマチュアボートレース協会（ＪＡＢＡ） 

日本ソーラー・人力ボート協会（ＪＳＨＡ） 
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第２章 組織運営 

 

Ⅰ．理事会及び評議員会 

本年度は、理事会を３回、評議員会を１回開催した。 

１．理事会  

回 期 日 場 所 議  題 

第 28回 
2021年 
6月 9日 

笹川記念会館 
４階第１会議室 

(1) 報告事項 

・会長、理事長及び常務理事の職務執行状況につい

て 

(2) ２０２０年度事業報告及び決算報告（案）の承認

について 

(3) その他緊急を要する件（笹川堯会長の辞任なら

びに次期会長の互選について） 

第 29回 
2021年 
9月 30日 

書面決議 (1) 基本財産の運用について 

第 30 回 
2022年 
3月 1日 

笹川記念会館 
４階第１会議室 

(1) 報告事項 

・横須賀市港湾緑地（公園）指定管理業務の開始に

ついて 

・大阪府営二色の浜公園の次期指定管理申請の経

過について 

・会長及び常務理事の職務執行状況報告について 

(2) ２０２２年度事業計画及び予算（案）並びに付

帯決議案の議決について 

(3) 評議員会の開催について 

(4) その他緊急を要する件について（事務所の移転

に関する件） 

   

２．評議員会 

回 期 日 場 所 議  題 

第 18回 
2021年 

6月 25日 

笹川記念会館 

４階第１会議室 

(1) 報告事項 

・第２８回理事会での決議結果について 

・その他（大阪府営二色の浜公園の次期指定管理の

申請について） 

(2) ２０２０年度事業報告及び決算報告（案）の承認

について 

(3) 常勤理事の報酬について 

 



- 15 - 
 

Ⅱ．役員等の動向 

２０２１年６月９日、第 28 回理事会において、笹川堯会長が６月末日をもって会長を

辞任し、名誉会長に就任。後任会長として笹川善弘理事長が７月１日付をもって就任した。 

 

Ⅲ．監査等 

本年度は、次のとおり実施された。 

期 日 実施者 場 所 内    容 

2021年 

6 月 3日 
当財団監事 当財団会議室 2020年度事業報告及び決算 

 

Ⅳ 事務局運営体制 

本年度、事務局では、昨年に引き続き、リモートワークや時短勤務等の導入を行った。

また、事務所内における感染防止を図るため、出退勤時の検温や、マスクの着用、室内換

気、ＰＣＲ検査キットの保管、手指消毒等を徹底した感染対策を講じた。 

 

Ⅴ．関係団体との交流 

本年度は、次のとおり関係団体との交流や、海事業界との情報交換等を行い、当財団の 

円滑な運営を図った。 

１．官庁・海事関連団体等 

主 催 団 体 出席回数 会 議 内 容 

海上保安庁   4  意見交換会、研修会等 

日本マリン事業協会    4  ＰＷＣ部会 

 

Ⅵ．環境に配慮した活動 

環境に配慮した事業活動を行い、業務改善見直しによる省エネ、コストダウンを図ると 

ともに、日常の管理活動を維持、継続することにより職場環境の向上を図り、環境影響へ 

の負荷を低減した。 

 

Ⅶ．職員等の動向 

本年度は、嘱託職員 1名が退職し、新たに職域職員１名を雇用した。 

なお、年度末における職員数は７名、職域職員４名、嘱託職員２名、臨時職員２７名で 

あった。 
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別表．１ 

 

役員名簿（第５期）                                  2022 年 3 月 31日現在                                                                                                                                              

役 職 名 氏  名 所    属 

会  長 笹 川  善 弘   

常務理事 岡 村  一 臣   

理  事 松 木     勇 学識経験者 

理  事 中 島  敬 夫 株式会社 三益産業 代表取締役 

理  事 関 田     宏 学識経験者 

監  事 大 濱  秀 夫 株式会社新東通信 

任期：2020 年 6月 24日から２年以内に終了する事業年度のうち最終の定時評議員会まで 

（２０２２年６月） 

 

別表．２ 

 

評議員名簿（第３期）                                2022 年 3月 31 日現在  

役 職 名 氏  名 所    属 

評 議 員 梶 原  義 明 学識経験者 

評 議 員 笹 川 和 弘 
社会福祉法人親孝行の里 理事長 

関東開発株式会社 代表取締役会長 

評 議 員 本 間     徹 
特定非営利活動法人 

日本水上スキー・ウェイクボード連盟会長 

評 議 員 北 田 靖 則 公益財団法人献血供給事業財団 理事長 

評 議 員 糸 川  正 晃 学識経験者（元衆議院議員） 

評 議 員 金 子  光 夫 学識経験者（元当財団理事長） 

任期：2020 年 6月 24日から４年以内に終了する事業年度のうち最終の定時評議員会まで 

（２０２４年６月） 
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参 考 資 料 

 

２０２１年度に計画したが、新型コロナウイルス感染拡大防止に係る緊急事態宣言発令に

伴い、各自治体の緊急事態措置により中止となったイベント等 

 

１．マリンスポーツ普及推進イベント 

親水イベントの開催・支援 

行事名称 場 所 

横須賀うみかぜカーニバル２０２１in うみかぜ公園 

（内容：体験操船、体験乗船、水辺の安全教室、ＳＤＧs） 

神奈川県横須賀市 

（うみかぜ公園） 

横須賀うみかぜカーニバル２０２１in 浦賀ボートパーク 

（内容：体験操船、体験乗船、水辺の安全教室、ＳＤＧs） 

神奈川県横須賀市 

（浦賀ボートパーク） 

マリンスポーツフェスタ in碧南 

（共催：（公社）日本モーターボート選手会） 

愛知県碧南市 

（常設訓練所） 

 

指定管理施設における体験乗船会の開催 

行事名称 場 所 

FUN To Marine Sports × TOYOTA SOCIALFES 

（予定内容：体験操船、体験乗船、体験教室） 

大阪府貝塚市 

（二色の浜公園） 

NISHIKINOHAMA BEACH FES 2020 

（予定内容：体験操船、体験乗船、体験教室） 

大阪府貝塚市 

（二色の浜公園） 

 

２．安全対策事業における講習会 

講習種別 受講者 場 所 

ＰＷＣ・トーイング研修 
運輸安全委員会 

調査官 

大阪府貝塚市 

 （二色の浜公園） 

 

３．各種マリンスポーツ競技会への安全対策 

マリンスポーツにおける安全管理体制の整備、強化 

行事名称 内 容 場 所 

パワーボートレース in小豆島  安全管理 香川県小豆島 

ＮＯＷＳ沼津ＯＷＳ大会 安全管理 静岡県沼津市 

パワーボート都連シリーズ第 1 戦 救助体制 茨城県神栖市 

ＮＯＷＳ熱海ＯＷＳ大会 2021 安全管理 静岡県熱海市 

ＮＯＷＳ三宅島ＯＷＳ大会 2021 安全管理 東京都三宅島 
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行事名称 内 容 場 所 

パワーボート都連シリーズ第 2戦 救助体制 茨城県神栖市 

ＮＯＷＳ三浦ＯＷＳ大会 2021 安全管理 神奈川県三浦市 

パワーボート都連シリーズ第 3戦 救助体制 茨城県神栖市 

2021 第 39回芦ノ湖グリーンカップ

モーターボートレース 
安全管理 神奈川県足柄下郡 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

 

 

 

２０２１年度事業報告書は、以上のとおりです。 

 

 

 

２０２２年３月３１日 

 

 

会  長   笹 川 善 弘    印 

 

 

 

 

２０２１年度事業報告書に基づき監査した結果、いずれも事業報告書のとおり 

事業が完了したことを認めます。 

 

 

２０２２年  月  日 

 

 

 

監  事   大 濱 秀 夫    印 

 

 

 

 


